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生活習慣病の一次予防を目的とした個別健康支援プログラムに基づいて実施されたヘルス
アップモデル事業を２年間の追跡により医療費の面から評価する。
福島県二本松市における基本健康診査または国保人間ドック受診者のうち，脂質，血糖，血

圧， のいずれかで「要指導」または「要医療」であった者をモデル事業の対象者として
介入群と対照群を設定し，介入年１年間とその後２年間の追跡が可能であった40～69歳のそれ
ぞれ119人についてレセプト情報に基づき医療費に関する分析を行った。
受療状況では，有意ではなかったが「レセプトが認められなかった」者が介入群では経時的

に増え，介入後２年には対照群より多かったこと，「入院レセプトが認められた」者がいずれ
の年にも対照群に多く，その差が介入年より介入後に大きかったことが介入効果を示唆する結
果であった。また，レセプト件数，点数，日数の検討では，入院外のレセプト点数が対照群の
みで有意な増加を示し，入院外と入院を合計した件数，点数，日数のいずれも介入２年後の増
加率が対照群で高かった。このうち点数の年齢別検討では，60歳以上で介入効果が大きいこと
が示唆された。さらに介入年に入院外レセプトのみ認められた者について個人ごとにレセプト
件数，点数，日数の変化を比較したところ，いずれも介入後に減少した者の割合は介入群で高
く，60歳以上ではレセプト件数，点数，日数における減少者の割合が介入後２年でも維持され
る傾向がみられた。介入年における入院外点数の「高」・「低」別に比較した検討では，
「高」点数群において介入効果が高く，効果が持続される可能性が示唆された。
実施した個別健康支援プログラムが，医療費関連指標を低下させること，とくに60歳代で入

院外レセプト点数の比較的高い群で介入効果が大きくなる可能性が示唆された。
生活習慣病，一次予防，個別健康支援プログラム，医療費，ヘルスアップモデル事業

Ⅰ

平成12年度に開始された「21世紀における国
民健康づくり運動」（健康日本21）は，計画半
ばを迎えている。健康増進法の制定により施策
を進めるための法的整備が図られる一方，平成
14年度から生活習慣病の一次予防を目的とした
個別健康支援プログラムの開発，モデル事業の
実施，事業の分析評価を行う「国保ヘルスアッ

プモデル事業」が，厚生労働大臣指定市町村に
おいて展開されている1)。また近年，生活習慣
と医療費との関連についての研究成果は蓄積さ
れつつある2)-4)ものの，生活習慣改善のための
介入が医療費に及ぼす影響に関する長期追跡的
な研究は限られており5)6)，国保ヘルスアップ
モデル事業の成果が期待されている。
本研究は，生活習慣改善を目的とする国保ヘ
ルスアップモデル事業が医療費に及ぼす影響に
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・開講式
・オリエンテーション ・スタッフ紹介
・血液，負荷心電図，体力測定等検査
・運動講話 ・参加同意書説明
・ストレッチ・ウォーキング指導

・個別相談（栄養・運動・保健相談）
・ストレッチ，ダンベル，ウォーキング指導

・医師の講話
・心拍計使用による運動実践

・試食会 ・調理法
・食生活講話（栄養バランス・食事記録）
・ストレッチ

・運動体験（エアロビクス）
・食事記録表提出

・水中ウォーク，アクアビクス

・血液・体力測定等検査
・健康度指標アンケート
・ストレッチ，ダンベル体操

・個別相談（栄養・運動・保健相談）
・ストレッチ，ダンベル，ウォーキング指導
・サークル，生涯学習課教室の紹介

・期間中１回はコースごとに自主会合
（ストレッチ・ダンベル体操）

・血液，体力測定等検査
・健康度指標アンケート
・ストレッチ ・ダンベル体操

・個別相談（栄養・運動・保健相談）
・ストレッチ ・ダンベル体操
・決意表明
・閉講式

１回目
（１週目）

２回目
（２週目）

３回目
（３週目）

４回目
（４週目）

５回目
（５週目）

６回目
（６週目）

７回目
（７週目）

８回目
（９週目）

自主活
動期間

９回目
（25週目）

10回目
（27週目）

注 １回目と２回目，７回目と８回目，９回目と10回目の間に
ケース検討を行った。

介 入 群 対 照 群

人数
(人)

年 齢（歳）

平均 最小 最大

人数
(人)

年 齢（歳）

平均 最小 最大

総数
男性
女性

注 1) 年齢は介入年度の４月１日現在
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ついて，２年間の追跡により分析を試みたもの
である。

Ⅱ

福島県二本松市における平成14年度のヘルス
アップモデル事業の対象者は，13年度に基本健
康診査または国保人間ドックを受診した30～79
歳の者のうち，脂質，血糖，血圧， （肥

満度）のいずれかの項目で「要指導」または
「要医療」であった者とし，参加希望者を「介
入群」とした。なお，参加希望者のうち医療機
関において何らかの疾患で治療中または経過観
察中の者については，教室プログラム
を主治医に提示して参加の許可が得られた者の
みを参加者とした。また，本事業の対象者で事
業に参加しなかった者から参加者と性，年齢が
同じ者を抽出して「対照群」とした。
医療費に関する分析対象者は，はじめに性・
年齢を考慮したモデル事業への参加者（介入
群）の全リストに対照群の全リストを当てはめ，
国民健康保険診療報酬明細書（以下「レセプ
ト」）情報を利用することについて同意が得ら
れなかった者および個別健康支援プログラムを
終了できなかった者とその対応者を除いた。な
お，①70歳以上のレセプトは，70歳未満のデー
タベースと異なること，②健康保険法等の改正
があり，平成14年10月から70歳以上の自己負担
が増えたために受診が抑制された可能性がある
ことから，同年４月１日現在の年齢が70歳以上
の者のデータを除外して分析を行った。また，
分析対象者で追跡期間中に70歳になった者につ
いては，レセプトをもとに70歳未満のデータ
ベースのフォーマットに合わせて，新たに入力
してデータ作成を行った。
本研究は，平成14年度の介入群，対照群にお
ける介入年度（レセプトを基準にしたため平成
14年３月～15年２月，以下「介入年」）とその
後１年間（平成15年３月～16年２月，以下「介
入後１年」），さらにその後１年間（平成16年３
月～17年２月，以下「介入後２年」）の歯科お
よび調剤報酬明細書を除くレセプト情報に基づ
く分析を行ったものである。分析対象者は，追
跡開始時点の対象者から追跡中の死亡または転
出により分析対象期間を通しての情報が得られ
なかった者とその対応者，介入群と対照群それ
ぞれ３人ずつを除外した結果， のとおりと
なった。
また，介入効果に年齢や介入前の医療費関連
指標の高低が影響する可能性6)を考慮して，①
追跡開始時点の年齢で59歳以下と60歳以上に分
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(単位 人，（ ）内％)

レセプトなし
介入年
介入後１年
介入後２年

入院外レセプトのみあり
介入年
介入後１年
介入後２年

入院外レセプトと入院レセプトあり
介入年
介入後１年
介入後２年
入院レセプトのみあり
介入年
介入後１年
介入後２年

介 入 群 対 照 群

59歳以下
(Ｎ＝44)

60歳以上
(Ｎ＝75)

総 数
(Ｎ＝119)

総 数
(Ｎ＝119)

59歳以下
(Ｎ＝44)

60歳以上
(Ｎ＝75)

(単位 件，増減率％)

注 1) １人当たり：平均値±標準偏差
2) 増減率：介入年を基準とする

介 入 群 対 照 群

総 数
(Ｎ＝119)

総 数
(Ｎ＝119)

59歳以下
(Ｎ＝44)

59歳以下
(Ｎ＝44)

60歳以上
(Ｎ＝75)

60歳以上
(Ｎ＝75)

総数

介入年 合計
１人当たり1)

介入後１年
合計
１人当たり
増減率2)

介入後２年
合計
１人当たり
増減率

入院

介入年 合計
１人当たり

介入後１年
合計
１人当たり
増減率

介入後２年
合計
１人当たり
増減率

入院外

介入年 合計
１人当たり

介入後１年
合計
１人当たり
増減率

介入後２年
合計
１人当たり
増減率
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類した分析，②介入年に入院外レセプトのみ認
められた者を介入年のレセプト点数の中央値付
近で介入群，対照群それぞれ２群に分け，
「低」点数および「高」点数とした分析を行っ
た。
なお検定は，受療状況と介入後のレセプト件

数，点数，日数の変化については χ2 検定，介

入年，介入後１年，介入後２年のレセプト件数，
点数，日数における介入群，対照群それぞれの
３群間の差は 検定，２群間の差は

の符号付き順位検定，介入群と対照
群の比較には － のＵ検定を用
いた。

Ⅲ

介入年，介入後１年，介
入後２年の受療状況を
に示した。「レセプトな
し」の者は介入群では介入
年に比べて介入後の方が多
く，介入後１年より介入後
２年の方が多かった。また，
この傾向は60歳以上より59
歳以下でやや強かった。一
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(単位 点，増減率％)

注 1) １人当たり：平均値±標準偏差
2) 増減率：介入年を基準とする
3) 検定：＊Ｐ＜0.05
4) の符号付き順位検定：＊Ｐ＜0.05，＊＊Ｐ＜0.01

介 入 群 対 照 群

総 数
(Ｎ＝119)

総 数
(Ｎ＝119)

59歳以下
(Ｎ＝44)

59歳以下
(Ｎ＝44)

60歳以上
(Ｎ＝75)

60歳以上
(Ｎ＝75)

介入年 合計
１人当たり1)

介入後１年
合計
１人当たり
増減率2)

介入後２年
合計
１人当たり
増減率

介入年 合計
１人当たり

介入年 合計
１人当たり

介入後１年
合計
１人当たり
増減率

介入後１年
合計
１人当たり
増減率

介入後２年
合計
１人当たり
増減率

介入後２年
合計
１人当たり
増減率

入院外

入院

総数

＊3)

＊4)

＊＊4)
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方対照群では，59歳以下，60歳以上ともに介入
年に比べて介入後１年には増加したが，介入後
２年には前年より減少した。全年齢でみると，
介入年と介入後１年は対照群がやや多く，介入
後２年は介入群がわずかに多かったが有意では
なかった。また，「入院レセプトが認められ
た」者（「入院レセプトのみあり」の者が認め
られなかったため「入院外レセプトと入院レセ
プトあり」の者）は，全年齢でみると各年とも
対照群の方が多く，その差は介入年より介入後
の方がやや大きかったが有意ではなかった。

介入年と介入後の介入群，対照群におけるレ
セプト件数を に示した。
入院外件数を１人当たりでみると，介入群，

対照群とも各年で60歳以上の方が多かった。ま
た，介入群と対照群の増減率をみると，有意で

はなかったが，介入後１年，介入後２年とも各
年齢で対照群の方が高かった。
入院件数では，全年齢でみると各年とも対照
群の方が多かったが，特に介入後１年，介入後
２年の60歳以上で介入群と対照群の差が大き
かった。
入院外と入院の合計では，有意ではなかった
ものの介入後１年と介入後２年の各年齢とも増
加率は対照群の方が高かった。

介入年と介入後の介入群，対照群におけるレ
セプト点数を に示した。
入院外のレセプト点数では，介入後１年は対
照群の増加率が59歳以下，60歳以上とも介入群
を大きく上回り，介入後２年は，59歳以下の介
入群，対照群とも25％とほぼ同じ増加を示した。
一方，60歳以上では介入後２年の介入群で増加
率が低く，介入年の１人当たりの点数は介入群
の方が高かったが，介入後１年，介入後２年で
は介入群の方が低かった。
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(単位 日，増減率％)

注 1) １人当たり：平均値±標準偏差
2) 増減率：介入年を基準とする

介 入 群 対 照 群

総 数
(Ｎ＝119)

総 数
(Ｎ＝119)

59歳以下
(Ｎ＝44)

59歳以下
(Ｎ＝44)

60歳以上
(Ｎ＝75)

60歳以上
(Ｎ＝75)

総数

介入年 合計
１人当たり1)

介入後１年
合計
１人当たり
増減率2)

介入後２年
合計
１人当たり
増減率

入院外

介入年 合計
１人当たり

介入後１年
合計
１人当たり
増減率

介入後２年
合計
１人当たり
増減率

入院

介入年 合計
１人当たり

介入後１年
合計
１人当たり
増減率

介入後２年
合計
１人当たり
増減率
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なお，対照群における点数の増加は全年齢で
有意であった。
入院点数を全年齢でみると，介入群では介入

年に比べて介入後１年に大きく増加し，介入後
２年には前年に比べて大きく減少したが，有意
ではなかった。なお，介入後１年の増加には高
額受療者の発生が大きく影響していた。また対
照群では，介入年に比べて介入後１年に増加し，
介入後２年には前年に比べてやや減少したが，
介入後２年の増加率は介入群より高かった。介
入後２年の増加率を年齢別にみると，59歳以下
では介入群の方がわずかに高かったが，60歳以
上では対照群の増加率が介入群を大きく上回っ
た。
また，入院外と入院の合計では，介入後１年

で介入群の入院点数が大きく増加した結果，全
年齢で介入群の点数が対照群を上回ったが，介
入年と介入後２年では対照群の方が高かった。
介入年に比べた介入後２年の増加率をみると，
介入群では59歳以下で高く対照群を上回り，60
歳以上では介入群の方が低かった。また全年齢

の増加率は，介入群で13.8％，対照群で17.7％
と対照群の方が高かった。

介入年と介入後の介入群，対照群におけるレ
セプト日数を に示した。
入院外日数をみると，介入群では59歳以下，
60歳以上とも各年で大きな変化はみられなかっ
た。一方対照群では，59歳以下，60歳以上とも
介入年に比べて介入後１年で大きく増加した結
果，全年齢で介入群を上回ったが，介入後２年
では前年に比べて大きく減少し，再び介入群を
下回るなど変動が大きかった。介入後２年の増
加率は，各年齢とも対照群で高かった。
入院日数では，介入群の全年齢で介入後１年
に増加し，介入後２年には前年に比べて減少し
たが，有意ではなかった。対照群でも同様に介
入後１年に大きく増加し，介入後２年には前年
に比べてわずかに減少したが，有意ではなかっ
た。また，各年とも，各年齢ともに介入群より
対照群で多かった。
入院外と入院の合計を全年齢でみると，介入

17― ―



(単位 人，（ ）内％)

注 1) χ2 検定：＊Ｐ＜0.05
2) いずれも入院外，入院レセプトの合計

介 入 群 対 照 群

総 数
(Ｎ＝105)

総 数
(Ｎ＝99)

59歳以下
(Ｎ＝37)

59歳以下
(Ｎ＝34)

60歳以上
(Ｎ＝68)

60歳以上
(Ｎ＝65)

レセプト件数

介入後１年
減少
不変
増加

介入後２年
減少
不変
増加

介入後１年
減少
不変
増加

介入後１年
減少
不変
増加

介入後２年
減少
不変
増加

介入後２年
減少
不変
増加

レセプト点数

レセプト日数

(単位 人，（ ）内％)

注 いずれも入院外，入院レセプトの合計

介 入 群 対 照 群

総 数
(Ｎ＝105)

総 数
(Ｎ＝99)

「低」点数
(Ｎ＝52)

「低」点数
(Ｎ＝49)

「高」点数
(Ｎ＝53)

「高」点数
(Ｎ＝50)

レセプト件数

介入後１年
減少
不変
増加

介入後２年
減少
不変
増加

介入後１年
減少
不変
増加

介入後１年
減少
不変
増加

介入後２年
減少
不変
増加

介入後２年
減少
不変
増加

レセプト点数

レセプト日数

＊1)
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年では介入群の方が多かったが，介入後１年と
介入後２年では対照群の日数の方が多かった。
介入後２年の増加率は，各年齢とも対照群で高
かった。 介入年に入院外レセプトのみ認められた者に

ついて，59歳以下と60歳以上に分
けて個人ごとに介入年を基準にし
た介入後１年および介入後２年の
レセプト件数，点数，日数（入院
外と入院の合計）について検討し
た 。まずレセプト件数に
ついてみると，介入群の59歳以下
では介入後１年で減少した者の割
合が対照群に比べて大きく，その
差は有意であったが，介入後２年
では減少者の割合は前年に比べて
大きく減少した。一方介入群の60
歳以上では，介入後１年と介入後
２年の減少者の割合が同じであっ
た。また全年齢でレセプト件数が
減少した者の割合をみると，介入
後１年，介入後２年とも介入群の
方がやや高かったが，有意ではな
かった。レセプト点数，日数でも
有意でなかったものの件数と同様
の傾向がみられた。
次に，介入年のレセプト点数の
中央値付近で２群に分け，それぞ
れ「低」点数，「高」点数として
同様の検討を行った 。ま
ず介入群の「高」点数群について
レセプト件数をみると，減少者の
割合が介入後１年より介入後２年
の方が高く，介入後２年の減少者
の割合は他の３群より高かった。
また他の３群では，いずれも減少
者の割合は介入後１年に比べて介
入後２年には減少した。同様に有
意でなかったものの，レセプト点
数，日数でも介入後２年の介入群
「高」点数の減少者の割合が高
かった。
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Ⅳ

これまで地域レベルの介入とその医療経済効
果について分析した研究は，腰痛や転倒予防な
どに関する介入についてみられるが7)-9)，生活
習慣病に関する介入とその医療経済効果につい
て長期追跡した研究は限られている。宍戸らは，
運動指導教室参加者について参加前後で医療費
の平均値を比較した結果，有意な医療費の変化
はみられなかったとし5)，岡山らは国保ヘルス
アップモデル事業による個別健康支援プログラ
ム実施前後の医療費指標の変化を検討して，事
業の効果を報告している6)。必ずしも「生活習
慣改善のための介入が医療費を減少させる」と
いった一定した結果が得られていない背景には，
医療費は単に健康度のみを反映するものではな
く，社会的・経済的・文化的要因の影響も強く
受けている10)11)ことも関連していると考えられ
るが，今後も「どのような健康づくり事業で，
医療費がどう変化したか」といった具体的な事
例を積み重ねていく必要があることを示してい
る4)。
本研究は，ヘルスアップモデル事業を介入後

２年間の追跡により医療費の面から評価するこ
とを試みたもので，年齢や医療費関連指標の初
期値，時間的要因を考慮した分析を行った。受
療状況では，いずれも有意ではなかったが「レ
セプトなし」の者が，介入群で介入後１年，介
入後２年と増加し，介入後２年で介入群の方が
多かったこと，「入院レセプトが認められた」
者が介入群で少なく，その差が介入後にやや大
きかったことが介入効果を示唆する結果であっ
た。また，レセプト件数，点数，日数について
の検討では，対照群で全年齢の入院外点数が介
入年に比べて介入後１年および介入後２年に有
意な増加を示したが介入群では有意な増加は認
められなかったことに加えて，全年齢の入院外
と入院の合計で件数，点数，日数ともに介入年
に比較した介入後２年の増加率が対照群で高
かったことが介入効果を示唆する結果であった。
さらにレセプト点数を年齢別にみると，介入後

２年の点数の増加率は59歳以下ではむしろ介入
群の方がやや高く，60歳以上では介入群の方が
低かった。これは，63歳以上と63歳未満に分け
て検討し，介入効果は63歳未満の方が大きかっ
たとする岡山らの報告6)とは異なる結果である。
また，同時に岡山らは重回帰分析の結果から各
費用の初期値が高いほど介入後の増加が少ない
ことを報告しているが，本研究では全年齢で介
入年に介入群より高かったすなわち初期値が高
かった対照群のレセプト点数の２年後の増加率
が初期値の低かった介入群の増加率より高く
なっており，介入効果を強く示唆するものと考
えられる。
さらに，介入時における介入群と対照群の健
康状態の差が医療費に影響を与える可能性をで
きるだけ排除するため，介入年に入院外レセプ
トのみ認められた者についても分析を行った。
まず年齢別の分析では，介入後１年に59歳以下
でレセプト件数の減少した者の割合が介入群で
有意に高かったことが介入効果を示唆する結果
であったが，介入後２年には減少者の割合が低
下し有意な差にはならなかった。点数，日数で
も同様の傾向が認められた。一方60歳以上では，
レセプト件数，点数，日数における減少者の割
合が介入後２年でも維持される傾向がみられた。
医療費関連指標改善の観点からみた場合，59歳
以下では介入が一時的に有効ではあるものの，
その後生活習慣病以外の疾患も含めて潜在的な
疾患が顕在化してくる者が多いため介入効果が
持続されにくい，60歳以上ではすでに顕在化し
ている疾患が多いため介入による効果がより持
続しやすいという解釈も可能であろう。いずれ
にしても有意とはならなかったものの全年齢で
レセプト件数，点数，日数のいずれも介入年に
比べて介入後１年，介入後２年ともに低下した
者の割合が介入群で高かったことが介入効果を
示唆する結果であった。また，介入年における
レセプト点数の「高」・「低」別の分析では，
「高」点数群において介入効果が高く，しかも
持続される可能性が示唆される結果であった。
これらの結果は，60歳代で入院外レセプト点
数の比較的高い群で医療費関連指標における介
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入効果が大きくなる可能性を示唆するものと考
えられる。
また今回の分析では，高額の入院者が１人出

るだけで全体に大きな影響を及ぼすことも観察
された。少数の高額な受療者の発生が，生活習
慣改善事業の医療費に対する効果を打ち消して
しまう一因となっている可能性がある。健康づ
くり事業の医療費に対する効果の分析において
は，介入群（参加者）と対照群（非参加者）に
おける高額受療者，とくに入院受療者の発生頻
度の検討なども有用であろう。さらに，今回の
分析対象者では男性が少なかったため性別の検
討ができなかったが，性別の疾病構造や受療行
動の違いなどが介入効果に影響を及ぼす可能性
も考えられ，今後の検討課題である。

本研究は，厚生労働省の指定を受けて平成
14～16年度に実施した国保ヘルスアップモデル
事業における事業評価の一環として行った。
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大学大学院渡辺修一郎助教授，モデル事業の実
施にご協力いただいた福島県県北保健所，モデ
ル事業の実施にご尽力いただいた二本松市の関
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